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戦後生活協同組合論の系譜

田中秀輯

l はじめに

日本における出活協同組合運動は、資本主義発展の中で、、労働者緩級の生活擁護運動と密接に結び

っくなかで展開してきている。特に 1!l 6 0年以降、都市における地域生協運動が、生活問題、都市

問題の深刻化を背祭とした消費者運動、住民運動と結びつき、めざましい発展をみせてきている。

ととろで従来の生協論研究の主流が、農協論研究とかかわりながら、流通過穏において活動する協

向組合の経済的機能に着巨しながら立論されてきたζとは、協同組合の資本主義的性格を明らかにす

る上で重要な役割を果たしてきた ζとはいうまでもない。りしかしこうした商業資本論を基礎とした

協同組合研究においては、生協の組織論や遂動論が充分に位置つやかないという問題点を有している。

戸木間氏が樹高するよう11:，筋向組合の経済的機能分析の方法からは「資本制商品社会における協同

組合介在の合法則性jは明らかにできても、 「協同組合発展の合法則性jは明らかにできない。2)独

占の民主的規制や地域の民主的変革が課題となるような現段階における消費者選動や地域民主主義運

動の発展は、当然新しいパースペタティブな生協論を善要求しているといえよう。

乙の点で労働者の狭義の生活過程を基礎として現代生揺る論を構築する必要があると筆者は考えるο

小論はそのための前提として、従来の生協論がその時期の生協の展開とどのようにかかわりながら発

展してきたのかを、戦後について整理してみようとしたものである。

ところで、具体的歴史的形態としての生活協同組合は、資本主義発展とのかかわりで多様であり、

多面的である。そのため生協論の系譜について考察する場合は以下の 2点に留意する必要がある。第

11ζ生協論にかかわる分野は経済学をベースにするものに探っても多くの分野にわたる。@筋肉総合

論③労働者福祉議申商業経済論④消費経済論@企業形態論⑥経済民主主義論①生活の社

会化論等々である。 ζのうち小論でふれるのは、 CD~砲が中心となる(末尾の表参照九第 21ζζ れ

らの諸分野での生協論は、それ自体資本主義発展佳背景とした生協の歴史的展開過程と密接な関連を

もちながら展衡されている。したがって諸分野の生協論を静態的に並べてそこでの論理展開をみるだ

けでなく、さらに生協の歴史的展開過程とその時点での実践的課題との関連で生協論を動態的に評価

する必要がある。生協論の系議を考察する場合、乙うした生協の展開過程、実践的課題とのかかわり

で整理する ζとが不可欠であろう。

以下では戦後日本における生協の展開過程を 8つの時期に思分し、そ乙での生協論について考察し

てみよう。
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2 戦後経溝統制下の生協論 (1945-----49年}

戦後経済統制のもとで全間的に生協が爆発的に広まる。食療危機の深刻化と、終戦直後の大衆運動

の高揚に支えられ、食糧獲得運動と結びついた生協の広まりが乙の期の特色である。 ζの期の生協は

実態的には、戦時中の配給組織である隣総、町内会が生協化した地域生協、戦前の会社付篇生協の再

建あるいは労働組合を基礎に設立された織域生協などであり、いずれもほとんどが零細な小規模組合

である。とうした零細生協のあいつぐ設立ととも 1(.，戦後いち早く日本協向組合同盟(194， 5年〉が

倉Ij立されているが、そ乙での中心的スローガンは「民主的配給機構の確立J3)であった・

「民主的配給機構の擁立Jにおいては、生協は民主的配給組織と位置づけられ、そのような生協を

配給の担い手とした配給機構の全衛的確立がめざされている。その観点から町内会の生協イじ、職域生

協の組織化が積極的に進められていたのである。乙 ζにみられる生協論は、いうなれば戦後経済統制

を背祭とした配給組織的生協論であるが、そζには以下のような問題点が含まれている。

1点EUま民主的配給組織としての生協の民主的性格の問題についてである。実態的には当時の生協

組織は次のような問題をもっており、必ずしも民主的組織とはいえない状況にあった。地域生協をと

ってみると、戦時中の隣組、町内会単位で生協化した点で、町内会組織そのものがそのまま生協にひ

きつがれ~町内会のボス支配、上意下達的性格が根強く残っていた。職域生協も、その設立経過から

会社あるいは労働組合と密接不可分な関係にあり級縦訓ζも独立した民主的組織とはいいえなかった。

乙うした ζとから当時の生協は食糧の確保配給機関としては機能したものの組合員の運動や組織部は

重視されず、その後ドツジラインのもとで多くが億人商j吉化あるいは解散を余儀なくされるに至って

いる。戦前の無重量消費組合運動にみられた共同購入運動、班活動、事業活動の籍広さ等のすぐれた側

面は、 ζの当時の生協にはほとんど継承されていないといってよい。

B点目は、戦後経済統制下の流通機構の評価、さらに権力評価にかかわる問題である。日協同盟は

その創立経過において、戦前の分裂の茂省からイデオロギー的差異を越え、戦前の市民主義的生協と

無意消費組合運動の指導者、さらに農協関係者も加わり、賀川毅彦を会長として創立されている。そ

うした臼協同盟の中心的スローガン「民主的配給機構の確立jIζは、賀J¥¥を中心とした協同組合主義

的潮流が色濃く反映しているのではないか、というのが第 1である。賀)11は「新協同総合要望論rJ(l9

岳人 f賀)11豊彦全集 JJ1 1所収)において、敗戦闘臼本の道標として f協同組合国家の建設j

を婦げ、!日隣組、町内会を単位とした配給組織の全額的確立を説いている。と ζろで f協同組合国家

の建設J，ま権力問題、体制変主主ぬきには語れない問題である。 f民主的配給機構の確立jが f協間組合

間家jの不可欠の要素として世置づけられ、それが権力問題ぬきに語られたことは、結果的には民主

的配給機構を実現し将来的に支えていく上で不可欠な生協の民主的性格の問題を後最ζ送ぞかせるζとになっ

たと考えられる。体制変革の陪揺は変革主体の形成を不可火とするが、権力問題から自をそむけた協同

組合主義的生協論は生協の民主的性格を真に問題にできない構造をもっている。したがって l点目に
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述べた生協の民主的性格の後退問題は、 ζ うした動向組合主義的生協論と密接な関係をもっところの

ものであったといえよう。

第2にはこうした協同級合主難句な配給組織的生協論が艇をきかせえたのは、当時の民主的諸勢力

の権力評価の問題、つまり占領軍の解放軍規定を基礎とした占領下革命論の影響があったのではない

かと考えられる。つまり占領下体制における流通機構の民主的再編が)可能であるとみる考えがあった

のではないだろうか。しかしこの点は、占領体制と戦後経済統制下の流通機構の科学的分析をふまえる

必要望があり、今後の考察の課題である。

ところで 19 4 8年になると、生協の経営閤難を背景iζ、配給組織的生協論への反省として共同購

入運動論が、戦前の無意消費総合の元リーダーにより提唱される(r臼生協 25年史jp. 77)。
そζでは庖鱗否定という極端さを含みつつも、生協の民主的大衆組織としての性格が3引見され、基礎

組織としての班が位震つやけられている。しかし当時すでに生協運動は島屋化しており、現実的な条件

はなく定着しない。しかし ζの提起は、 1 9 4 9年の日協同盟編f生活協同総合便覧jIζ盛り込まれ

そζでの班の記述が鶴R寄生協の実践へと影響を与えていくのである。

3 職域・地域勤労話生協興隆期における生協論 (1950"-'60年〉

ζの期の主主筋論において特徴的な ζとは、労働者福祉論の登場である。労働者福祉という言葉が始

めて使われたのは、総評・労金・労済連・臼協連『労働運動と福祉活動j(1960)であるが、労

働者福祉思想の骨格は、 5 0年代の笑践の中で中央福対協、総評の方針としてしだいに形成されてき

ていた t 富田原~r労働者協同組合 j1976) 。労働者福祉の内容の中心li，協同組合形態をとる

労働者の自主的福祉事業、つまり労働金庫、共済生協、消費生協などであり、 まさに生協論と密接に

関わる分野を内包している。

こうした労働者福祉論の登場は、戦後第 2の生協運動の高揚、職域主主協及び地域勤労者生協の興隆

と対応している。しかし当時の職域生協の実態が、会社付属生協あるいは会社鱗貿会、厚生課の生協

への転身によるものに典型的にみられる会社企業との密接な関係(人事・財政援助等)をもつものが

多かった ζとから、民合浬化斗争を通してまず会業からの独立の問題が実践的課題となる。しかも50

年代後半以降、独占資本が日経連の福祉企業体機怒のもとに厚生福祉を労働者支配の手段として霊視

してくるなかで、労働指紋をめぐる対抗関係が先鋭化してきた ζとが背景にある。労働者裕社論の登

場は、こうした企業福祉との鋭い対抗関係のもとで、労働組合運動の僚ijからの福祉活動への羨白とし

て登場した乙とがまずふまえられなければならない。 ζ うした事f青から当時の労働者福祉論は「労働

総合福祉l論でありベその考え方は現代目るまで根強いものがある。

当時の労働者福祉論が f労働組合福祉j論であった ζとは、前燭F労働筆動と福祉活動Jの中に端

的iζ現われている。つまり「労働者協関組合li，労働組合の福対部活動および財政部活動の共同行動
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の形態であり…..J及び「協同組合は労働組合運動の中の福祉に関する専門組織と規定してよかろミj

(向上pp. 44・晶 5、傍点筆者〉がそれである。また労働組合陣営のみでなく生協陣営において

もその傾向は強い。日協同盟解散後創立された臼本生協連の初代専務王理事であった中林貞男の『労働

組合の穏祉活動j( 1 IJ 52)においても、生協を「労働時の福松活動の発展j形態として把握し

ている記述がみられる L向上pp. 3 5・89 )。しかしそ ζでは同時に生協が会社や労働組合の隷

属機関化している乙とを批判し自主的大衆級織として労働組合から独立することを主張している点も

みられる。労働者の主婦の組織化、住宅地における組織化をZ重視している乙とも特徴的である。 ζの

ように生協陣営の中で活動する人々の中においては、労働組合運動の側からの生協把握に大きく影響

されながらも、生協を自主的、大知令組織として発展させていく崩芽が底流に根づいていた乙とも無

視できない。

と乙ろで労働組合運動の側からの生協把握においても、必ずしも議論は一様ではないように思える。

代表的には、協同組合を完全に労働組合の従属物ととらえ級j織的にも自主役、独立伎を認めない議論、

また協同組合の自主役、独立性は一応認めるが、あくまで労働組合選動の補完物として位置づける議

論がある。後者は現在κおいても、労金、労済連等のいわゆる「労働者協同総合Jにおける団体主義

の根拠として根強い。 ζの 2つの議論は労働運動内部の協同組合形態の発展iとともなって、しだいに

前者から後者へと比重が移っていったように恩われる。しかしどちらも労働組合選動の補究物、いわ

ゆる「兵姑部J思想として、労働組合運動の側から協同組合を位援づけようとした点で共通である。

また乙うした労働組合の1JlUからの協同組合抱援の根底には、市民主義的1エ協同組合思想への批判が流

れていたことも無視できない。しかしその限界は、労働遂動内部における協同組合形態の発展を、労

働組合運動の立場からしか評価できなかった点にあったといえよう。

4 地域生協運動高揚下の生協論(1960年以降〉

1 96 0年以降を特徴づけるのは、消費者運動の急速な盛り上がりとそれと結びついた地域生協運

動の発展である。生協運動が自主的大衆的総織としての組織基盤を確立し、大衆運動としての位置を

高めていったのは ζの時期の乙とといってよし寸〉大衆遼動としての生協運動の発展は、生協論に対

し生協の組織的側面に光をあてることを嬰藷する。すなわち従来の商業資本論をベースとした協同組

合へのアプローチとは異なった組織論的なアプローチを妥請するとともに、協同総合論一般ではなく

労働者を基礎とした生協論として、まさに労働者の経済的性格と生活過程を基礎とした展開を善意請す

る。生協論において乙のことは、 70年代に入ってからの労働者福祉論の展開に典型的に現われてい

る。

また 1IJ 6 0年代以降は、同時に流通「近代1tJ政策が急速に進められた時期である。生協におい

ても流通過程の急激な変化への対応がきびしく求められる。 63&:1三に日生協内部で「流通革命論争J
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が現われるが、そ乙での論点は「流通革命jを「国民経済的な要請であり、消費者の要求Jとみるか

f独占資本による過剰j生産の諸矛盾の流通過程への変革委講Jとみるかであったf)ζの論争は結潜

がつかないまま、臼生協の 68年の地域政策の提起が行なわれ f拡大再生産できる生協づくりJいわ

ゆる「急、速成長路線jが進められるにきさる。 ζの「急速成長路線Jは、 「論争jの前者の立場にたち

現代の流通機僑への誤った認識とともに、当時の協関組合論の影響が多分に現われているといってよ

い。つまり協向組合を商業資本のー穏と規定する説の反挟として、経営面では資本主義的企業と同様

にとらえ、資本主義的企業との違いは組織面にあるとする議論である。そ ζではまさに協持組合の資

本的性格をどのように把握するかが問題となる。ここではまず協同組合 f資本jの諸説を検討した上

で、 70年代の労働者福祉論の展開に注尽しよう。

(1)協調組合r資本Jについての諸説

協同組合「資本jについて、その諸説は大きく以下の岳つである。第uζ商業資本の一種とみなす

説、第2，ζf協同組合資本jとみなす説、第 3は社会資本とみなす説、第 4dζ 「独自な生産関係jと
みなす説の岳つである。

第lの協陀組合を一種の務業資本とみなす吉見は、近藤楽男氏のf商業資本代位j説を基礎にしているが、

協同組合を商業資本とまったく開様にとらえる央谷松治氏(r資本主義と協同組合J1959)と、
「商業資本の特殊な企業形態Jととらえる近藤康男氏(r協同組合の理論j]1962)とでは、同じ
商業資本説でも意味するところが異なる。ところで生協論において、生協を f労働者が労働者のまま

で管理する商業資本Jと把握する山本秋氏は、生協の経営的側窃は商業資本ごあり、それが階級性をも

った組合員組織によって規制されるという、二重構造論を展開される(r生協の本質とその内的基本
矛盾J1967)。そこでは協同組合の商業資本としての性格規定と企業形態的側面が混用され偽商

業資本として機能しているから経営部では資本会三器包企業と同様とされるにさきる。商業資本規定と企

業形態規定が混同されている点は奥谷氏も同等である。 ζ うした議論が「急速成長路線jを免罪する

ひとつの支柱となったのであり、控営主義的傾向を許す弱点を燐造的に有している議論といえる。

とζろで、近藤氏の場合は、その点を毘別され企業形態的には「拘束された商企業j規定を与えてい

る。しかし近藤氏の問題は、企業形態の「特殊J性、 「拘束j性が十分に展開できない点である。近

藤氏の商業資本規定は、協同組合の経済的機能からのものであり、その資本的性格競走は協同組合内

部の生護関係托握lζ基づくものではない。 r特殊J性、 「拘束j性は、協同組合の内部組織機造から
展開しうる ζ とであり、その点は近藤氏の商業資本論的方法のひとつの限界といえよう。協開組合を

商業資本とのかかわりで分析する方法は、協同組合の重要な側関(経済的機能)，ζ蒼呂し商業資本的
性格を明らかにした ζとによって協同組合主義を克服したが、もう 1つの側面t組織面〉については

不充分であった。
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第 Bの「協同組合資本jとみなす説は、美ニヒ路達雄氏の協同組合論において展開されている。美土路氏

の協同組合論は、労働者生産協同組合を原型とし協同組合一世として展開されている。生産協間総合

を原型とされたことから協同組合の内部構造を f組合的協業jの展開に照応した重層構造ととらえ、

協同組合の綴織的側面(運動的性格)と資本的性格を統一的にとらえうる協同組合論を構築された

( r協同組合の組織と経営J 1957)。協同組合の内部構造に完奪回された点で近藤理論と対称をな
している。協同組合の内部様造、生産関係に着目されたところの f協同総合資本J規定は「経過的資

本形成体:J r:不完全資本jとして把握されている。しかし「協同組合資本J規定は、資本であって資

本でない資本となり、いかなる意味での資本であるかが不明確である。また協同組合の内部構造を明

らかにする場合、協同組合一般として展開する ζとは限界がある。つまり生協の場合、構成員である

労働者の生活過程をふまえ、そこから組織論を展開していかなければ、労働運動内部における協同組

合形態の発展といった労働者の他の大衆組織との関わりをもった把握ができないと考えられる。

第3の社会資本とみなす説であるが、その典裂は水越哲郎氏である。水越氏lま、労働者の必要生活

手段の共同消愛手段化の傾向を基礎として生協資産の増大とその共同消費手段的側面に着目し、生協

=r協同生活手段jと把擬される(r資本主義企業と労働者福祉J1 9 7生)。しかし社会資本概念
自体、共同消費手段等の素材的内容規定を基礎とした概念であり、資本的性格規定については未整濯

である。その点とかかわって水越氏においても、生協資産が共同消費手段的性格をもち機能している

ことの指摘は重要であるが、そ ζではさらに生協資産の資本的性格、そして内部の生産関係について

深めていく必要があろう。

第 4の「独自な主主主主関係jとする説の典型は荒又重雄氏である。荒又氏は資本概念を生産関係概念

と把握され、生協内部の生産関係を「資本・賃労働関係とは異なる独自な生産関係、ウクラッドJと

して把握する(r賃労働論と労働者福役J1976)。荒又氏は、まさに生協の内部組織構造を問題
にしている点で美土路氏と共通している。しかし美土路氏の「協同組合資本j規定に対し、荒又氏が

ra虫自な生重量関係jとして規定している点はより明確であるといえよう L水越・荒又両氏の離党の詳

しい内容は後述)。

以上みてきたが、残された問題は、近藤氏の f書道業資本の特殊な企業形態j規定と、荒又氏の「独

自な生産関保1;規定をどう整理し統一的に把援するかにある。まず確認できるのは両者が、協同組合

の機能と組織という異なった側面に異なった方法でアアローチしている ζとである。いかなる意味で

資本であり資本でないかは尚者の問題にされているレベjレが異なっている ζ とに留意する必要が

あるα また両者はその時点の協同組合運動の展開過程からくる実践的要請とのかかわりで自説を展開

されている。近藤氏の規定が戦前における協同組合主義への批判として構築され、戦後の農協の現実

をふまえた 19 6 2年の著作のものであるのに対し、荒又氏のそれは大衆運動として高揚しつつある

生協運動を脊祭にして 70年代において理論化されている。荒又氏はその後の論文において生協内部
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の生産関係を生協の民主的運営との関連でとらえ、生協独自の生産関係の発展を構成員の「民主的能

力jの発展との照応、関係で把援される( f'生活の協同と生活協同組合J1 9 8 0、未干IJ)。そζでは

まさに 70年代後半から 80年代にかけての経済民主主義論や変革主体形成論の隆盛に対応して、生

協構成員の発達の問題をも内包した生協組織論のより綿密な展開が諜題として含まれているといえる。7)

とζろで流通過程において機能すると ζろの生協について考察する場合、流通機構についての科学

的分析をふまえる必要がある。 倍速成長路線Jのもうひとつの誤りは、制轍織についての科学的

開衝が欠けていたことにあった。すなわち所以遠機構における独占資本の支配力を軽視し、生協が経済

規模や経済力で競争しうると主観的にとらえた ζ とである。 ζの点では森下二次也氏の諸成果、特に

現代のすむ通機構を消費者の立場から論じた『現代の流通機構j( 1 9 74)がある ζとを指摘してお

きたい。そ ζでは現代の流通機構を競走するのは生産の慨にあり「体制変革なしに現代の流通機構を

消費者への奉仕者に編成替えできなし、jζとがまず確認される。その点iζ消費者運動の限界ぞみたよ

で、その意義を消費者の側での「現代の流通機憐の客観的法則性に対する科学的認識の発到に求め

られるοζζでは体制変革を展望した上で消費者の力量形成の課題が重委であることが指織されてい

る。乙の点においても消愛者の成長、特に生協組織における構成員の組織的力量形成の問題が主重要に

なってくるといえよう。

(2) 70年代における労働者福祉論の展開

5 0年代の労働渚福祉論は、企業別組合のもとでの「労働組合福祉Jとしての内突をもつものであ

った。 70年代の労働者福社論はζ うした「労働組合福枝j、いわゆる「兵姑部j思想、の批判jと克服

から出発している。その客観的背禁は 60年代を通して職域生協の地域化が著しく進展し、地域生協

遼動が発展を遂げたことである。

ところで 50年代の労働者福祉論を f労働組合福祉j論と総括したのは西村書普通E主である(r労働
者福祉論j1 9 73)。西村氏は 50年代の「労{麟;[i会福祉j的傾向の根拠を 2点あげている。第l

iζ企業福殺との対抗関係が前面にでたことにより、労働組合の福祉活動が実践的にも中殺にすわらざ

るをえなかったことである。第 2に協同組合論における商業資本規定、資本主義的企業規定の影響力

が強かったため、筋向組合を労働組合運動に従属したものとしてのみ容認する考え方が強かったこと

である。西村氏は第lの点については、労働組合は生産と労働の領域にその基本的活動を据えている

のに対し、生協は生活点に ζそ活動の基礎があるとする。つまり労働翠動の一環として生協遂動を位

置っーけつつ、生協論を展開する論理的援礎を労働者の生活点にすえられるのである。また第zの点に

ついては生協z 資本主義的企業説を批半Ijし、生協の基本的性格を f労働者の生活妨衡のための自主的

意識的大衆組織jとして把握する。労働者の生活を生協論の裁点にすえ、生協の基本的性格そ自主的

大衆組織と把握した ζとは 50年代の議論に比べて大きな前進である。しかし労働者の生活をどのよ

うに招握し、そ ζから生協論をどのように展開するのかはその後の展開を待たなければならない。扇
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村氏の議論は 50年代の労働者福祉論を総括し、 70年代の展開への橋渡し的位置にあるといえよう。

翌 74年には生協論を労働者の個人的消費から展開する試みが現われる。水越氏の前錫論文である

が、そこでは偶人的消費を私的消費と社会的共同消費にわけ、さらに社会的共同消愛を「公的施設利

用による消費Jr営剥施設利用による消費Jr協同治安jの8つに分け、 「協同消費jを労働者福祉
として把握する。つまり f協同消費jとは「労働者階級の組織が所有している生活手段を利用し

た消費jである。そこでの「労働者搭級の組織が所有している生活手段jは「協荷生活手段jであり

さらには協同組合そのものを f協間生活手段jと把援されるに至る。

労働者福祉を労働者の個人的消費の展開のなかで王理解しようとするオ嚇氏は、茜村氏の労働者の生

活を生協論の基礎におく考えを一歩進めたものといえる。さらに労働者の偶人的消費過程の展開上に

社会的共同消愛の 3つの形態を区分され、その1つに労働者福祉事業を位置づけたζとも評価されて

よい。問題は労働運動内部における協詞組合形態の発展を適確に把握されながらも、そうした協向組

合形態を「協同生活手段jとして把握される ζとにより内部構造を不問にしたことである。

続く荒又氏は、前掲 76年論文において、水越説の批判のよにたって議論を前進させた点で注尽さ

れる。氏は資本論の論理をベースとして個人的消費過程を検討され、生協はG-W…A過程のまさに

G-W過程の問題を基獲とすること、さらにそうした労働力再生産の単位は労働者家族であり、労働

者家族を考察の基礎におく ζとの必要をまず確認される。その上で水越氏の f協向生活手段j規定を

批判し、 「協同消受jの本質は家事労働の協業にあるとされる。荒文氏はそうした家事労働の協業と

分業の発展の中に生協の総織的総成の発展を、つまり f独自の生産関係jの発獲をみるのである。そ

の結論として、生協を f家事労働の協業を本質とした独自の生産関係、独自のウクラッりとして把

握する。

しかし、生活の社会化が家事労働の社会化を基礎としながらもそれだけにとどまらないように、生

協も家事労働の協業の発展としてだけではとらえられないものがある〔たとえば共済生協)。また家

事労働の協業形態は協同組合形態のみに限らない。共舟保育所は家事労働の協業形態であるが協同組

合ではない。家事労働の協業を本質とする ζとは、生協の組織論を展開する上で有効であるが、広狭

2つの問題点をもっているといえよう。

5 まとめと今後の発展方向

らはみてきたように生協論はその時点の実践的袋詰に応、える形で理論化され、より受かにされてき

たといってよい。大きな動向は、協同総合の経済的機能に着包し協同組合主義克服の爽蹴令意義をも

った商業資本論的アプローチから、大衆運動としての生協運動の差是開を背祭とし、個人的治安を基礎

に生協総織論に着呂した議論へと比重を移してきたといえる。しかし協同組合の組織と機能という z

つの重姿fJ.側硲に着目している点で、商業資本論的アプローチと個人的治資論を基縫としたアプロー
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チは生協論の基本的な方法として3重要であろう。

しかし生協論の系譜をふまえつつ、現代の生協論を笑託分析をお乙ないながら構築するためには発

展させるべき課題は多い。その第 1として、潟業資本との関連に控目する点では生協の流通過程にお

ける機能を実態をふまえて考察する必妥がある。その場合、商業経済論の到遼点をふまえて、第 11ζ

商事資本の機能変化(前期的、近代的、手数料溺人化)、第 2Iζ流通過程の段離令分，弘特iζ小売商

業の段階的分化の 2点に留意しだがら実証分析を行なう必要がある。

第 2の点!;t、資本の蓄積過程において生協の組織的発展を犯握していく視点として、資本論レベル

における個人的消費に関する論理をまず把握する必要があるが、偶人的消費は労働力再生産過程とし

て経済学的視点に基づいた把握であるといった点にかかわっている。つまり協舟組合構成員の発達

の問題をも含んで生協綴織について考察する場合、労働者の狭義の生活過程の全体鱗迭に蒼白してい

く必要があるのではないかという ζとである o つまり労働者の狭義の生活過程l;t，労働力再生産過程

にとどまらず、労働力再生産過程は労働者の狭義の生活過程の経済的側勉ーであるといった関係にある

ζとをふまえておく必要がある。

第 8は、労働者階級全体としてではなく、階級・階層規定をふまえた労働者の狭義の生活過程を基

礎に生協論を展開していくことである。生協構成員の階級・階層規定は充分な実証分析も特なわれて

おらず、まず階級・階層論を整理したよで、実証分析を穣みあげていく必要があろう。

j主記

1 )最近の学説史的研究をみても協同組合研究の主流は、商業資本論をベースとした経済的機能分

析が中心である。井上局八・岡野昇一『協同組合論・批判と考察』文主主堂 1 ¥J 7 60 

2 )戸木田嘉久 f経済的民主主義と協i司組合運動Ll (坂署子俊雄編『生活動向総合と現代社会J法律

文化社 1 ¥J 7 ¥J )。

3) r臼協同盟創立方針大綱j(H日生協 25年史jp. 7)及び『日生協 25年史 JJp. 1 30 
4)西村鈴通F労働者福祉論』有斐閣 1 ¥j 7 30 

5 )大島茂男「生協運動史の教観11と現在の到達点J(日本労働者福祉夢枕会編『労働者穏祉研究』

1 ¥j 7 3、1 0月号)。

6) H日生協25年史jp.2660
7)拙稿「生協組織におけるリーダ一層の形成過程J(生活問題研究所編『商品流通と生協経営J

NO 7 4、1¥J 8 2 、2jj )参照。
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